
2023 年 9 月 15 日 

各   位 

株式会社アルプス物流 

 

TCFD 提言への賛同表明および情報開示について 

 

株式会社アルプス物流（本社：神奈川県横浜市、代表取締役：臼居 賢）は、TCFD 提言への賛同を表

明し、同提言の情報開示フレームワークに沿って、気候変動に関する「ガバナンス」「戦略」「リスク管理」

「指標と目標」について情報開示をしました。開示内容の詳細は別紙をご覧ください。 

今後も、情報開示の拡充に努めるとともに、気候変動への取り組みを強化することで、持続可能な社会

の実現に貢献してまいります。 

 

■気候関連財務情報開示タスクフォース(TCFD)について 

TCFD(Task Force on Climate-related Financial Disclosures)は、G20 の要請を受け、2015 年に金融シ

ステムの安定化を図る国際的組織である「金融安定理事会(FSB)」により、気候関連の情報開示および気

候変動への金融機関の対応を検討するために設立されたタスクフォースです。企業等に対し気候変動に

関する「ガバナンス」「戦略」「リスク管理」「指標及び目標」の４項目について開示することを推奨していま

す。 

TCFD ウェブサイト：https://www.fsb-tcfd.org/  

 

 
 

以上 

 

お問い合わせ先 
〒223-0057 横浜市港北区新羽町 1756  

株式会社アルプス物流 経営企画部広報係  

URL: https://www.alps-logistics.com/ 
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TCFD 提⾔に基づく情報開⽰ 
2023 年 9 ⽉ 15 ⽇ 

株式会社アルプス物流 
 

アルプス物流グループでは、気候変動といった将来の不確実性に対処することは、持続的な企業価値向上な
らびに持続可能な社会の実現に資するものであると考え、全社で環境課題に取り組んでいます。 
 
１．ガバナンス 
 当社グループは、取締役会の直下にサステナビリティ推進委員会を設置し、当委員会においてサステナビリティ
に関わる活動⽅針を決定し、気候変動関連課題を含む主要な ESG 課題について協議・検討を⾏っていま
す。サステナビリティ推進委員会の委員⻑は、ESG 担当役員が務め、年に２回委員会を開催しております。サ
ステナビリティ推進委員会は、主要な ESG 課題に沿って設定した３つのワーキンググループ（E 環境 WG、S 
社会 WG、G ガバナンス WG）で構成されていますが、外部・内部環境の変化に伴って今後適宜⾒直しを⾏
ってまいります。気候変動課題については、サステナビリティ推進委員会が決定した活動⽅針に従い、各 WG で
具体的な取り組みを実施し、重要度に応じて取締役会に諮る体制を取っています。サステナビリティ推進委員
会において審議・検討した、E 環境、S 社会、G ガバナンスに関する重要事項や活動実績等は、年２回取
締役会に報告しています。 
 
２．戦略 

１）気候関連のリスクと機会の特定 
 当社グループでは、気候変動関連のリスクと機会は、中⻑期にわたり事業活動に影響を与えると認識して
います。当社グループにとっての重要な財務への影響を与える可能性のあるリスクや機会を特定するため、
1.5℃〜２℃未満シナリオ、４℃シナリオの複数の将来シナリオを想定し、当社グループを取り巻く外部環
境の変化やさまざまな状況下において、重要な財務への影響を与える可能性のあるリスクと機会の洗い出し
を⾏いました。気候関連のリスクと機会の評価に際しては、当社グループの全てのセグメント（電⼦部品物
流セグメント、商品販売セグメント、消費物流セグメント）を対象としています。なお、今後も引き続き当社
グループの外部環境の変化等に応じて、適宜重要なリスクと機会の評価の⾒直しを⾏い、戦略に反映させ
ていきます。 
 
２）シナリオ分析の前提 
シナリオ分析では、国際エネルギー機関（IEA）や気候変動に関する政府間パネル（IPCC）が公表す

る複数の既存シナリオ（1.5℃〜２℃及び４℃）を参考にしました。 
・1.5℃〜２℃の世界では、温室効果ガス削減のための規制が強化され、低・脱炭素化が進むことに伴う
事業への影響、移⾏リスクが⾼まることが考えられます。 
・４℃の世界では、規制などの移⾏リスクのレベルを超越した物理リスクが、異常気象により⾼まることが考え
られます。 
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３）リスク・機会が事業・戦略・財務計画に及ぼす影響 
1.5℃〜２℃未満シナリオ、４℃シナリオを前提として、当社の主要事業に重要な財務影響を与えるリス

クと機会を分析し、リスク低減に向けた対応策と、機会活⽤に向けた対応策を検討しました。 
 
４）リスク・機会に対する戦略（移⾏計画）、レジリエンス 
シナリオ分析を実施し、気候変動が当社グループの事業に与えるリスクと機会を特定し、適切な施策を講

じることで、当社グループのレジリエンス（対応⼒）が⾼まるように今後、中⻑期的な視点から経営戦略に
反映させていきます。 

 
リスク 

／機会 分類 リスク/機会項⽬ 発現時期 影響 リスク低減／機会活⽤に向けた 
対策 

リスク 

移⾏ 

（政策・法的リスク） 
炭素税の導⼊ 中期 ⼤ 

・EV 化の開発に応じた EV ⾞両の導⼊ 
・再⽣可能エネルギーへの転換 
・積載率改善による⾞両効率の向上 
・⾃動⾞のEV化に関する開発状況の情報収

集 

（技術リスク） 
低排出技術に移⾏するためのコ
ストの増加 

⻑期 中 

（評判リスク） 
気候変動への対策並びに情報開
⽰が不⼗分なことにより、企業評
価が低下するリスク 
評判低下に伴い資本調達コスト
が増加するリスク 

中期 ⼩ 

物理的 
（急性リスク） 

台⾵、豪⾬、落雷などの異常気
象の激甚化（河川の洪⽔、⼟
砂災害など） 

中期 中 

・災害発⽣時における危機管理本部の設置
体制 

・詳細な危機管理フローの整備 
・倉庫の⾃然災害対策として、⼟嚢、盛り⼟、

⾼床（地⾯から１ｍ）、キュービクルの屋
上設置を実施 

・災害の状況に臨機応変に対応するための迂
回ルートの確保 

物理的 
（慢性リスク） 

海⾯上昇（沿岸部に位置する
拠点における対策費⽤や保険料
が増加） 

⻑期 中 

・沿岸部に配置された拠点を把握し、海⾯上
昇のリスクを把握 

・急性リスク同様の対策による電源確保、継
続通電可能な再⽣エネルギー導⼊検討 

・代替輸送ルートの確保 
気温上昇による労働環境の悪化
により、⼈材確保が困難となるリス
ク 

⻑期 ⼩ ・空調設備の整備による適切な労働環境の
確保 
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リスク 
／機会 分類 リスク/機会項⽬ 発現時期 影響 リスク低減／機会活⽤に向けた 

対策 

機会 

資産効率 

物流の効率化 短期〜中期 ⼤ 

・海外を中⼼としたモーダルシフトを国内にも展
開することを検討 

・効率的な輸送網の構築や積載率の向上
（例︓段積み輸送） 

・共同保管・共同集配など他社との連携 

リユース・リサイクル 短期〜中期 中 ・資源の有効活⽤、リサイクル（再資源化）
の推進による廃棄物の削減 

業務プロセスの⾰新・効率化 
（DX 等） 短期〜中期 ⼤ 

・電⼦部品物流プラットフォームを⽤いた共同
保管・共同集配の拡充などによる効率的な
倉庫管理や配送 

・梱包設計変更による積載効率向上 
・省⼒化、省電⼒化のマテハン機器の導⼊ 
・AIを活⽤した配送ルート最適化などによる⾛

⾏距離の削減や燃費向上 
⾼効率設備の導⼊の推進によ
る、電⼒使⽤の低減・費⽤削減 中期 中 ・倉庫屋上への太陽光発電設備導⼊の推進 

・LED 化 

エネルギー源 

より低排出のエネルギー源の使⽤ 中期 中 ・太陽光発電設備の設置などによる、再⽣可
能エネルギーの導⼊ 

新技術の使⽤ 短期〜中期 中 ・電動式⼤型ラックの使⽤ 
・EV 化の開発に応じた EV ⾞両の導⼊ 

炭素市場への参⼊ 短期〜中期 中 ・カーボンオフセットなどの総合的な CO2 削減
による投資家からの評価の向上 

製品とサービス 低炭素社会に向けた収益機会 短期〜中期 ⼤ 

・共同保管・共同集配 
・積載効率向上 
・省⼒、省電⼒のマテハン機器 
・国内での⻑距離、多頻度を中⼼とした貸切

輸送におけるモーダルシフトの導⼊を検討 
・輸出⼊におけるモーダルシフト 

レジリエンス 

防災対策の強化による事業安定
化 中期 中 

・⼟嚢、盛り⼟、⾼床、キュービクルの屋上設
置等による防災対策 

・迂回ルートや輸配送⼿段の分散 
・予め予測できる⾃然災害時（台⾵・⼤

雪）における計画的な運休（事前案
内）、各拠点 BCP 対応の実施 

エネルギー効率化措置の採択に
よる燃料コストの削減 中期 中 ・最適な輸送ルートの設定 

・トラック１台あたりの積載率向上 
資源の代替／多様化による電⼒
調達コストの削減 中期 中 ・太陽光発電設備の設置などによる、再⽣可

能エネルギーの導⼊ 
※短期︓3 年以内 中期︓3〜10 年 ⻑期︓10〜30 年 ⼩︓1 億円以内 中︓1 億円〜5 億円 ⼤︓5 億円超  
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３．リスク管理 
 当社グループでは、経営企画部⾨および⼈事総務部⾨が主管となり、全社的なリスク情報を把握し、管理す
る体制の構築・整備に取り組んでいます。 
 気候変動関連リスクに関しては、サステナビリティ推進委員会、経営企画部および品質環境部が中⼼となり、
気候変動関連のリスクと機会を特定し、リスクを軽減するための対策、取り組み、各事業所や関係部署と共働
して対策を検討・実⾏し、進捗状況を管理するとともに、経営層への報告、提⾔を⾏う体制を敷いていきます。 
 また、リスクの重要度に応じて、サステナビリティ推進委員会がリスク管理状況を取締役会に報告、取締役会
においてリスクマネジメントプロセスの有効性を監督するという体制を敷き、全社で気候変動関連リスクの管理に
取り組んでいきます。 
 
４．指標と⽬標 
 マテリアリティである「事業を通じた環境負荷軽減の取り組み」を実践するため、当社グループは、輸送事業⽤
⾞両等による CO2 排出量（Scope 1）及び電⼒使⽤による CO2 排出量※1（Scope 2※2）を重要な指
標と捉え、削減を⽬指しています。それぞれの実績値及び⽬標は以下のとおりです。2022 年度の CO2 排出
量は、物流キャパシティ増強により、2021 年度と⽐較して総量は約 1.7%の増加となりましたが、原単位では
着実に削減しております。 
 なお、Scope 3 については、2024 年度の開⽰に向けて検討を進めています。 
 

※1 太陽光発電による電⼒使⽤量を除く  ※2 マーケット基準 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

データ対象︓㈱アルプス物流、㈱流通サービス 
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